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2調整力等に関する委員会の目的

 検討事項

今後の環境変化を踏まえ、調整力として確保する量（必要量）及び

連系線に確保するマージンの量に関する考え方を検討する。

 今後の環境変化

・再生可能エネルギーの導入拡大（調整力必要量の増加）

・全面自由化による電力取引活性化（連系線利用ニーズの高まり）

・第２段階のライセンス制の導入（調整力確保の役割分担の変更） 等



3（参考）第８回制度設計ＷＧ資料５－２ 「送配電部門の調整力確保の仕組みについて」
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6（参考）第８回制度設計ＷＧ資料５－２ 「送配電部門の調整力確保の仕組みについて」

予備力の分類及び機能



7調整力に関する定義

調整力に関して、制度設計ＷＧでの整理に基づき、以下のとおり定義する。
※ 定義は、本委員会の議論により必要に応じて見直しを実施

 需給バランス調整に対応した調整力
・ライセンス制導入後に一般送配電事業者が、系統利用者のインバランスに対する

電力量の補填や引き取りによって需給を一致させるために必要となる調整力をいう

・供給予備力、運転予備力（部分負荷運転中の火力発電機の余力、水力発電等）、
待機予備力（停止待機中の火力発電機等）、需給調整契約（随時調整契約、
計画調整契約）が該当

 周波数制御に対応した調整力
・ライセンス制導入後に一般送配電事業者が、系統の周波数を維持するために必要と
なる調整力であって、電力量の補給を伴わないものをいう
（30分同時同量を達成したとしても、30分のコマ内で発生する周波数を調整する
必要がある）

・瞬動予備力（ガバナフリー）、運転予備力（ＬＦＣ）が該当

 その他調整力

・潮流調整、電圧調整、系統保安ポンプアップ、ブラックスタート

※ その他、景気変動に伴う需要変動に対応するため（持続的需要変動対応）、
原則、小売電気事業者が確保する予備力がある。



8調整力等確保のイメージと主な論点

長期 短期（ＧＣ断面等）

需給ﾊﾞﾗﾝｽ
調整に対応
した調整力

周波数制御
に対応した
調整力

〔周波数制御に対応した調整力の論点〕
・必要量
・短期断面の需給バランス調整に対応
する調整力との関係性

〔需給ﾊﾞﾗﾝｽ調整に対応した調整力の論点〕
・短期断面での必要量

〔需給ﾊﾞﾗﾝｽ調整に対応した調整力の論点〕
・長期断面での必要量
・小売電気事業者が確保すべき予備力との関係

〔需給ﾊﾞﾗﾝｽ調整に対応した調整力の論点〕
・必要量を設定する断面とその必要量

これまでの
「供給予備力
（8～10%）」

これまでの
「瞬動予備力
（３%）」

これまでの
「運転予備力
（３～５%）」

需要 需要

上げ方向 上げ方向

上げ方向

下げ方向
下げ方向

原則、小売電気
事業者が確保
すべき予備力

連系線
期待分

現在は
マージン
（３%）

上げ方向

〔マージンの論点〕
・実需給断面における設定（需給ﾊﾞﾗﾝｽ調
整に対応したマージンと周波数制御に
対応したマージン）の考え方

〔マージンの論点〕
・長期断面での設定の考え方

※今後の議論により必要に応じ論点を追加

連系線
期待分

連系線
期待分



9調整力に関する検討の進め方について

 調整力に関する検討の進め方

（1-1）これまでの考え方を再確認したうえで、再エネ導入量の拡大等の環境
変化を踏まえた見直しの可能性について検討する。

（1-2）技術研究の動向や諸外国の事例等を調査し、これまでの考え方の代替
となり得る考え方の有無・適用可能性について検討する。

（２） （1-1）、(1-2）の検討結果を踏まえ、調整力必要量の考え方の見直
しの方向性を検討する。

今年度末時点で検討結果をとりまめるとともに、その結果に基づき、更
なる検討が必要であれば、来年度以降も引き続き検討を行う。

※ 個別の検討項目における今年度の検討の進め方は、P.10以降に記載



10需給バランス調整力（長期）に関する検討の進め方

 検討の進め方

（1-1）これまでの供給予備力の考え方（ＬＯＬＰ解析、ＥＰＡ法）を再確認した
うえで、再エネ導入量の拡大等の環境変化を踏まえた見直しの可能性につ
いて検討する。

（個別論点）
・再生可能エネルギー導入拡大の影響
・3.11以降の需要トレンド
・前提となる許容リスク

（1-2）これまでの考え方の代替となり得る考え方の有無・適用可能性について検
討する。

・技術研究の動向調査と適用可能性
・海外事例の調査（算定手法、許容リスク）

（２）（1-1）、(1-2）を踏まえ、調整力必要量の考え方について比較検討
し、見直しの方向性について整理する。

※小売電気事業者が確保すべき予備力との関係についても整理が必要。



11需給バランス調整力（短期）に関する進め方

 検討の進め方

（1-1）これまでの運転予備力必要量（３～５％）の考え方を再確認したうえで、
再エネ導入量の拡大等の環境変化を踏まえた見直しの可能性について検討
する。

（個別論点）
・再生可能エネルギー導入拡大の影響
・調整力のスペック

（1-2）これまでの考え方の代替となり得る考え方の有無・適用可能性について検
討する。

・技術研究の動向調査と適用可能性
・海外事例の調査（再生可能エネルギー導入拡大の対応を含む。）

（２） （1-1）、（1-2）を踏まえ、調整力必要量の考え方について比較検討
し、見直しの方向性について整理する。



12周波数制御に対応した調整力に関する検討の進め方

 検討の進め方
（1-1）これまでの瞬動予備力必要量（３％）の考え方を再確認したうえで、再エ

ネ導入量の拡大等の環境変化を踏まえた見直しの可能性について検討する。

（個別論点）
・再生可能エネルギーの導入拡大の影響
・調整力のスペック
・周波数変動に対する受容性

（1-2）これまでの考え方の代替となり得る考え方の有無・適用可能性について検
討する。

・技術研究の動向調査と適用可能性
・海外事例の調査（再生可能エネルギー導入拡大の対応を含む。）

（２） （1-1）、（1-2）を踏まえ、調整力必要量の考え方について比較検討
し、見直しの方向性について整理する。

※短期の需給バランス調整に対応した調整力との関係もあわせて整理。



13その他の検討項目の進め方

 検討の進め方

（１）大規模自然災害による複数電源の同時停止など、稀頻度リスクの対応の
考え方について整理する。

・国内の検討事例の調査
・海外事例の調査（想定事象、対応の考え方）

なお、稀頻度リスク対応は、特に、流通設備形成（広域系統長期方針等）
と関連するため、連携した検討を行う。



14マージンに関する検討の進め方

 検討の進め方

広域的運営推進機関設立準備組合「マージン及び予備力に関する勉強会（Ｈ26.10～

H27.3)」にて抽出された論点、及び調整力に関する検討状況を踏まえ、以下の検討項目

について整理し、ルールへの反映および来年度のマージン値算定の指標とする。

 検討項目

（１）「連系線期待分」をマージンとして設定する現行の考え方の再評価

・「系統容量の３％または最大電源ユニット相当」水準の見直し要否

・複数の連系線へ配分する場合の配分量の見直し要否

・連系線期待（マージン拡大）と調整力の地内調達（マージン減少）との経済比較

（２）マージン減少の考え方（調整力(予備力)との補完関係の整理）

・マージン減少のタイミング、判断基準の明確化

（３）系統の安定を保つために確保するマージン(セキュリティ)の考え方の再評価

・直流連系設備におけるマージン設定の考え方の統一化

・東北東京間連系線(東北⇒東京)における実需給断面のマージン設定の考え方

※上記検討を踏まえ、現在のマージン設定量の変更が必要となった場合は
適宜見直しを行う。



15検討概略スケジュール（需給バランス調整）

項
目

検討内容
Ｈ２７年度

Ｈ２８年度
上期 下期

調
整
力

需
給
バ
ラ
ン
ス
（
長
期
）

これまでの供給予備力必要量の
考え方の再確認・見直し可能性
検討

調査による代替案有無・適用可
能性の検討

考え方の見直しの方向性に関す
る検討

需
給
バ
ラ
ン
ス
（
短
期
）

これまでの運転予備力必要量の
考え方の再確認・見直し可能性
検討

調査による代替案有無・適用可
能性の検討

考え方の見直しの方向性に関す
る検討

取り纏め・公表

取り纏め・公表

※

※

※ Ｈ27年度の検討結果に応じて、必要により継続して検討



16検討概略スケジュール（周波数制御、その他）

項
目

検討内容
Ｈ２７年度

Ｈ２８年度
上期 下期

調
整
力

周
波
数
制
御

これまでの瞬動予備力必要量の
考え方の再確認・見直し可能性
検討

調査による代替案有無・適用可
能性の検討

考え方の見直しの方向性に関す
る検討

そ
の
他

稀頻度リスク対応に関する考え
方の調査及び整理

取り纏め・公表

取り纏め・公表

※

※

※ Ｈ27年度の検討結果に応じて、必要により継続して検討



17検討概略スケジュール（マージン）

項
目

検討内容
Ｈ２７年度

Ｈ２８年度
上期 下期

マ
ー
ジ
ン

「連系線期待分」をマージンとして設
定する現行の考え方の再評価

マージン減少の考え方（調整力（予備
力）との補完関係の整理）

系統の安定を保つために確保する
マージン（セキュリティ）の考え方の再
評価

必要に応じてルール化

必要に応じてルール化

必要に応じてルール化


